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要旨 : 介護予防特定高齢者施策として「運動器の機能向上プログラム（以下，運動教室）」
が行われているが，特定高齢者の社会活動を促進する手段としての有効性は検証されていな
い。そこで本研究では，特定高齢者の社会活動に対する運動教室の介入効果について評価す
ることを目的とした。福島県二本松市において，運動教室に該当した特定高齢者 164人のう
ち，有効な回答が得られた 105人を分析対象とした。週 1回（120分）3ヶ月間の運動教室
への「参加希望あり」を介入群，「参加希望なし」を対照群とした。調査項目は基本属性，
基本チェックリスト，社会活動状況，身体的側面（腰・膝の痛み，運動習慣，過去 1年の転
倒経験），心理的側面（健康度自己評価，生活満足度）であり，介入・観察前後で評価した。
介入・観察前後の社会活動得点差から，「改善群」と「維持・低下群」に分け，運動教室の
社会活動に対する介入効果をロジスティック回帰分析を用いて検証した。社会活動の改善要
因については，介入群のみに実施した自己評価アンケートを用いて検討した。分析の結果，
女性の割合は介入群 91.2%，対照群 73.7%で，年齢の中央値は介入群 74.0歳，対照群 76.0

歳であった。腰・膝痛ありの割合は介入群 100%，対照群 77.7%で介入群の方が有意に高
かった。ロジスティック回帰分析の結果，「社会参加・奉仕活動」が改善した人の割合は，
対照群よりも介入群の方が増加の傾向にあった。社会活動の関連要因については，「社会参
加・奉仕活動」の改善群において，「気分が明るくなった」，「行動する時，前向きになった」
と回答した人の割合が有意に高かった。これらから運動教室への参加が社会活動の改善に寄
与する可能性が示唆された。運動教室に参加することで，地域社会との交流が促進され，積
極的に地域社会に関わろうとする意欲が高くなったこと，また，本運動教室は，地区開催型
の教室であったことから，地域交流が深まりやすい環境がつくられたことによるものと推察
される。

索引用語 : 社会活動，特定高齢者，介護予防事業，運動器の機能向上プログラム

Abstract : The purpose of this study was to evaluate the effectiveness of a preventive program for long 

term care on social activities of potentially dependent elderly people.　Subjects were 164 elderly people 

aged 65 years and older in Nihonmatsu City, Fukushima, Japan, who were eligible to participate in the pro-
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gram (musculoskeletal system functional improvement program).　Potentially dependent elderly who 

applied to the 3-month exercise program (once a week, 2 hours per session) were assigned to the inter-

vention group, and those who did not apply were assigned to the control group.　Women made up 91.2% of 

the intervention group (median age, 74.0 years) and 73.7% of the control group (median age, 76.0 years).　
A survey assessing basic characteristics, the Lifestyle Check Sheet (Basic Checklist), social activities, 

pain, exercise habits, falls in the previous year, self-rated health, and Life Satisfaction Index-K was con-

ducted at the beginning and end of the exercise program for both groups.　Based on differences observed 

in the social activity score at the beginning and end of the exercise program, subjects were further divided 

into an “improvement class” or “non-improvement class.”　The effect of the program on social activities 

was then examined using logistic regression analysis.　Furthermore, the self-evaluation questionnaire in 

the intervention group was used to analyze factors associated with improvements in social activities.　
Logistic regression analysis revealed the “social participation and volunteer activity” score to be higher in 

the intervention group compared to the control group.　The proportion of positive answers for “feelings 

improved” and “when taking action, I’ve become better able to act with a positive attitude” was signifi-

cantly higher in the improvement class compared to the non-improvement class.　These findings suggest 

that the preventive care program for potentially dependent elderly had a positive influence on social activi-

ties.

Key words : social activities, potentially dependent elderly, preventive program for long term care, func-
tional improvement program of the musculoskeletal system

I.　緒　　　　　言

　近年，日本の高齢化が急速に進む中，いかにし
て健康で充実した高齢期を過ごすか，ということ
への関心が高まってきた。その中でも，高齢者の
社会活動が，高齢者自身の生きがい形成1）や，そ
の心身機能に大きく関与し2,3），生命予後に好影
響をもたらす4-6）ことは知られている。また，主
観的幸福感7,8）や生活満足度9,10）との関連も報告さ
れており，高齢者の社会活動をさらに活発にする
ことは重要な課題となってきている。しかし，高
齢者の社会活動を促進するための介入研究は，国
内では藤原ら11）による都市部の高齢者を対象と
した世代間交流型ヘルスプロモーションプログラ
ムの報告がみられるのみである。欧米においても
脳卒中の回復期の心身機能に関する介入研究12）

などがみられるが，確立されたプログラムは見当
たらない。
　ところで，日本における改正後の介護保険法で
は介護予防への転換が重視され，近い将来，生活
機能が低下して要支援・要介護状態に移行する恐
れのある高齢者（特定高齢者）を対象に，生活機
能低下の早期発見，早期対応のための介護予防事
業が行われている。その中で介護予防特定高齢者
施策として提供されている介護予防プログラムの
ひとつに「運動器の機能向上プログラム」があ

る。本プログラムの目的は，運動器の機能を向上
させて生活機能の低下を改善することであるが，
さらに，社会的・心理的にも好ましい影響を与
え，最終的には高齢者の QOLを高めることを目
標としている13）。運動器の機能が向上することに
よって，日常生活の自立が改善され，生活空間や
行動範囲も拡大する14）。また，日常生活を営む上
で基盤となる歩行移動力は，地域高齢者が社会と
の接点を確保する上で重要な身体能力である15）。
したがって，運動器の機能が向上し，歩行移動力
が改善することによって，活発な社会活動につな
がることが想定しうる。あわせて，本プログラム
に参加することで，新たな友人を見つける，ボラ
ンティア活動を始める，地域のサークル活動に参
加するなど，地域交流が活発になるきっかけにつ
ながり，社会活動を促進することが期待される。
　これまで，運動器の機能向上に関する介護予防
事業が対象者の身体機能や主観的健康感などを向
上させた16,17）といった報告はあるが，特定高齢者
の社会活動を促進する手段として有効であるかど
うか，対照群との比較による介入研究の検証はみ
られない。社会活動が高齢者の健康を考える上で
見逃されない課題である以上，高齢者の社会活動
を促進することに関しても有効な介護予防事業へ
と展開されることが求められる。
　そこで本研究では，特定高齢者の社会活動に対
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する運動器の機能向上プログラムの介入効果を評
価し，その関連要因を明らかにすることを目的と
した。なお，高齢者の社会活動の定義は研究者に
よって異なり，統一されていない。本研究では，
橋本ら18）による「社会と接触する行動，家庭外
での対人行動」とした。本研究の結果は，効果的
な介護予防事業を行い，高齢者の社会活動を促進
するための基礎資料になると考えられる。

II.　方　　　　　法

　1.　調査方法
　福島県二本松市（平成 21年 3月 31日現在人
口 61,137人，高齢化率 25.8%）に在住の 65歳以
上の高齢者から，基本チェックリスト，および生
活機能評価健診の結果により，市が選定した運動
器の機能向上プログラムに該当した特定高齢者
164人に，運動教室の案内とともに事前アンケー
トを郵送した。この運動教室は，平成 18年度よ
り，二本松市が介護予防事業として実施している
運動器の機能向上プログラム「足腰しゃんしゃん
教室」である。郵送の結果，回答のあった 129人
（回収率 78.7%）を研究対象者とし，運動教室へ
の参加を希望した 34人を介入群，参加を希望し
なかった 95人を対照群とした。介入・観察前後
で拒否，転出，死亡などにより情報が得られな
かった人を対象から除外し，最終的な分析対象者
は 105人となった（図 1）。
　介入群においては 3ヶ月間の運動教室を実施
し，対照群は介入なしの 3ヶ月間を観察期間とし

た。全体で 7コースのプログラムであるが，本研
究では前半の 3コース（1コースは 5月下旬から，
2コースは 6月初旬から，3コースは 9月初旬か
ら）を対象とした。運動教室は週 1回 120分を
3ヶ月間（全 12回）実施し，内容は運動前の血
圧などの健康チェック，健康運動指導士による講
話，および，ストレッチや筋力増強訓練であっ
た。
　評価は，事前アンケートに加え，介入群は運動
教室の最終回に，対照群は事前アンケート実施か
ら約 3ヶ月後に，事後アンケートを実施した。ま
た，介入群では，介入効果の関連要因を明らかに
するため，最終回に自己評価アンケートを実施し
た。

　2.　調査項目
　基本属性（性，年齢，同居家族の有無），基本
チェックリスト，社会活動状況に関する項目，身
体的側面（腰・膝の痛みの有無，運動習慣の有
無，過去 1年の転倒経験の有無），心理的側面
（健康度自己評価，生活満足度）であった。
　（1）　社会活動状況
　大野ら19）の「いきいき社会活動チェック表」
を用いた。本尺度は 21項目からなり，「個人活
動」10項目，「就労」1項目，「社会参加・奉仕活
動」6項目，「学習活動」4項目の計 4領域から構
成される。「時々またはいつもしている」の回答
に 1点，「していない」に 0点を付与して，それ
ぞれの領域の合計点を算出した。これにより，
「個人活動」が 0～10点，「就労」が 0～1点，「社

図 1.　調査の流れ図
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会参加・奉仕活動」が 0～6点，「学習活動」が 0
～4点の値をとり，4領域の合計点は 0～21点と
なる。
　また，社会活動 21項目のうち 1項目以上に
「していない」と回答した場合，その理由につい
て，「どのような活動が行われているか知らない
から」「同好の友人・仲間がいないから」などの
選択肢の中から，複数回答で尋ねた。
　社会活動参加への希望の有無については，「現
在していないが，今後やってみたい活動がありま
すか。」と尋ねた。
　（2）　身体的側面
　腰・膝痛については，現在の腰，膝についてそ
れぞれ痛みの有無を尋ねた。分析では，腰・膝の
いずれかに痛みがあった場合を「腰・膝痛あり」
として用いた。運動習慣の有無については「ふだ
ん，定期的に運動やスポーツをしていますか。1
年以上続けているものについてお答えください。」
と尋ねた。過去 1年の転倒経験の有無については
基本チェックリストから転記した。
　（3）　心理的側面
　健康度自己評価は，「よい」「まあよい」「ふつ
う」「あまりよくない」「よくない」と 5件法で尋
ね，「ふつう」と回答した人がほぼ半数を占めた
ことから，分布を考慮し，「よい・まあよい」を
「よい」，「ふつう」は「ふつう」，「あまりよくな
い・よくない」を「よくない」と 3つに再分類し
た。生活満足度は，古谷野ら20）の生活満足度尺
度 K（LSIK）を使用した。本尺度は「人生全体
に対する満足感」「楽天的・肯定的な気分」「老い
についての評価」の 3領域の 9項目からなる。肯
定的回答を 1点，他を 0点とし，「人生全体に対
する満足感」は 0～4点，「楽天的・肯定的な気
分」は 0～3点，「老いについての評価」は 0～2
点，合計は 0～9点である。点数が高いほど満足
度が高いことを示す。
　（4）　自己評価アンケート（介入群のみ）
　対象者の教室参加目標（介護支援計画から転
記）達成の有無，教室参加による変化（腰・膝の
痛み，身のこなし，気分，行動する時，運動の種
類と回数）について，5件法（例えば，腰・膝の
痛みについては「軽減」「やや軽減」「変化なし」
「やや増強」「増強」）で尋ねた。また，教室参加
の感想，今後の目標について，自由記述で回答を
求めた。

　3.　調査期間
　平成 21年 3月 23日から 11月 24日までであっ
た。

　4.　分析方法
　事前アンケート時の介入群と対照群の差につい
て，連続変数は Mann-Whitneyの U検定，離散
変数は χ2検定，または，Fisherの直接確率検定
を行った。事前アンケート時に「腰・膝痛あり」
の割合に有意差がみられ，介入群では全対象者が
「腰・膝痛あり」であったことから，分析は「腰・
膝痛あり」の対象者に限定した。社会活動合計と
社会活動 4領域における介入・観察前後の得点の
変化について，Wilcoxonの符号付き順位検定を
用いて，群内比較を行った。その結果，介入・観
察前後の得点が上昇した場合を「改善」，不変の
場合を「維持」，低下した場合を「低下」と判定
した。さらに，本研究では，社会活動に対する介
入効果に焦点をあてていることから，「改善群」
と「維持・低下群」の 2群に分けた。次に，性，
年齢を調整した二項ロジスティック回帰分析を用
いて，介入効果について群間比較を行った。同様
に，介入群のみに行った自己評価アンケートと社
会活動の「改善群」，「維持・低下群」との関連に
ついて，χ2検定，または，Fisherの直接確率検定
を行った。有意水準は 5%未満，有意傾向は 5～
10% 未 満 と し た。 解 析 に は SPSS 14.0J for 
Windowsを用いた。

　5.　倫理的配慮
　調査開始前に，対象者全員に対し，調査の目的
や内容を書面にて説明した。同意書への署名が得
られた者を同意ありとした。データの収集，およ
び，分析は，個人情報を保護するため，研究 ID
を用いて個人が特定されない形で匿名化した。本
研究は，福島県立医科大学倫理委員会の承認を得
て実施した。

III.　結　　　　　果

　1.　事前アンケート時における介入群と対照群
の特性

　表 1に対象者の特性を示した。介入群，対照群
ともに女性が多く，介入群では 91.2%，対照群は
73.7%で，介入群のほうが女性が多い傾向にあっ
た。年齢の中央値（最小値，最大値）は，介入群
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表 1.　ベースライン時における対象者の特性

n（%）または中央値（最小－最大）

 項目 介入群（n=34） 対照群（n=95） P値

基本属性
　性別 男 3（8.8） 25  （26.3） 0.050

女 31（91.2） 70（73.7）
　年齢 74.0（66-82） 76.0（66-92） 0.051

　同居家族 有 31（91.2） 91（95.8） 0.379

無 3（8.8） 4（4.2）
　基本チェックリスト 1～20点満点 6.0（4-11） 7.0（3-18） 0.063

1～25点満点 8.0（4-13） 9.0（3-22） 0.085

身体的側面
　運動習慣 有 15（44.1） 36（38.3） 0.553

無 19（55.9） 58（61.7）
　過去 1年転倒 有 18（52.9） 52（55.3） 0.811

無 16（47.1） 42（44.7）
　腰・膝の痛み 有 34（100.0） 73（77.7） 0.003

　腰痛あり 24（70.6） 52（78.8） 0.363

　膝痛あり 26（76.5） 58（87.9） 0.140

　（再掲）腰・膝痛両方あり 16（47.1） 39（63.9） 0.110

無 0（0.0） 21（22.3）
心理的側面
　健康度自己評価 よい 6（17.6） 15（16.0） 0.574

ふつう 17（50.0） 39（41.5）
よくない 11（32.4） 40（42.6）

　生活満足度 合計（0～9点） 4.0（0-8） 3.5（0-9） 0.440

　人生全体に対する満足感（0～4点） 2.0（0-4） 2.0（0-4） 0.622

　楽天的・肯定的な気分（0～3点） 1.5（0-3） 1.0（0-3） 0.432

　老いについての評価（0～2点） 1.0（0-2） 0.0（0-2） 0.589

社会的側面
　社会活動をしていない理由（複数回答）
　　1.　どのような活動が行われているか知らないから 6（17.6） 11（11.6） 0.172

　　2.　経費や手間がかかりすぎるから 2（5.9） 8（8.4） 0.728

　　3.　気軽に参加できる活動が少ないから 5（14.7） 12（12.6） 0.808

　　4.　同好の友人・仲間が少ないから 7（20.6） 9（9.5） 0.106

　　5.　活動に必要な技術，経験がないから 8（23.5） 18（18.9） 0.625

　　6.　家庭の事情（病院，家事，仕事）があるから 13（38.2） 44（46.3） 0.337

　　7.　活動場所に近くないから 16（47.1） 26（27.4） 0.047

　　8.　健康・体力に自信がないから 18（52.9） 43（45.3） 0.536

　　9.　過去に参加したが期待はずれだったから 1（2.9） 6（6.3） 0.673

　　10.　その他 2（5.9） 3（3.2） 0.611

　　11.　特に理由はない 9（26.5） 27（28.4） 0.751

　今後やってみたい社会活動　有 21（61.8） 42（46.7） 0.134 

　　　　　　　　　　　　　　無 13（38.2） 48（53.3）

　　カテゴリー変数は χ2検定または Fisherの直接確率検定，連続変数はMann-Whitneyの U検定
　　注 : 欠損値があるため，合計の n数は異なる。
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が 74.0歳（66.0歳，82.0歳），対照群が 76.0歳
（66.0歳，92.0歳）と介入群のほうが若い傾向に
あった。基本チェックリスト合計得点では，介入
群より対照群で有意でないものの，高い傾向が認
められた。身体的側面では，介入群のほうが対照
群よりも「腰・膝痛あり」の割合が有意に高かっ
た。心理的側面では，健康度自己評価，生活満足
度ともに有意差は認められなかった。社会活動を
していない理由については，介入群では「健康・
体力に自信がないから」，対照群では「家庭の事
情（病院，家事，仕事）があるから」が最も多
かった（それぞれ 52.9%，46.3%）。特に，「活動
場所に近くないから」では，介入群が 47.1%，対
照群が 27.4%であり，介入群のほうが有意に高
かった。今後やってみたい活動の有無では有意差
は認められなかった。

　2.　「腰・膝痛あり」の介入群と対照群におけ
る社会活動の変化

　事前アンケート時に「腰・膝痛あり」で介入群
と対照群間に有意差がみられたこと，介入群では
全対象者が「腰・膝痛あり」であったことから，
分析は「腰・膝痛あり」の対象者に限定した。
　社会活動の各領域における介入前後，観察前後
の得点の変化では，いずれにおいても有意差は認
められなかった（表 2）。介入前後，観察前後の
得点差において，上昇した場合を「改善」，不変
の場合を「維持」，低下した場合を「低下」とし
た（表 3）。「社会参加・奉仕活動」における改善
者の割合は，介入群が 45.2%，対照群が 27.1%で
あり，介入群のほうが多い傾向にあった（表 4）。
さらに，社会活動合計と 4領域別に運動教室の介
入効果をみるために，事前アンケート時で有意傾

表 2.　「腰・膝痛あり」の対象者における社会活動の変化

中央値（最小－最大）

介入群（n=31） 対照群（n=73）

項目 （得点） 介入前 介入後 P値 観察前 観察後 P値 

社会活動合計（0～21） 9.0 （1-13） 9.0 （0-15） 0.775 6.0 （0-17） 7.0 （0-19） 0.712

　個人活動 （0～10） 6.0 （1-9） 5.0 （0-9） 0.684 5.0 （0-9） 5.0 （0-9） 0.547

　就労（0～1） 0.0 （0-1） 0.0 （0-1） 1.000 0.0 （0-1） 0.0 （0-1） 1.000

　社会参加・奉仕活動（0～6） 2.0 （0-5） 2.0 （0-5） 0.413 1.0 （0-6） 1.0 （0-6） 0.251

　学習活動 （0～4） 1.0 （0-2） 1.0 （0-2） 0.739 0.0 （0-3） 0.0 （0-3） 0.806

　　Wilcoxonの符号付き順位検定

表 3.　「腰・膝痛あり」の対象者における社会活動の得点差の分布

改善群 維持群 低下群
項目 n（%） n（%） n（%）

社会活動合計 介入群 12 （38.7）  6 （19.4） 13 （41.9）
対照群 23 （44.2）  9 （17.3） 20 （38.5）

　個人活動 介入群 12 （38.7）  6 （19.4） 13 （41.9）
対照群 23 （43.4） 13 （24.5） 17 （32.1）

　就労 介入群  3 （ 9.7） 25 （80.6）  3 （ 9.7）
対照群  4 （ 6.7） 52 （86.7）  4 （ 6.7）

　社会参加・奉仕活動 介入群 14 （45.2）  9 （29.0）  8 （25.8）
対照群 16 （27.1） 26 （44.1） 17 （28.8）

　学習活動 介入群  4 （13.3） 21 （70.0）  5 （16.7）
対照群  7 （11.9） 44 （74.6）  8 （13.6）

注 1 : 介入群は介入前後，対照群は観察前後の得点が上昇した場合
を「改善」，不変の場合を「維持」，低下した場合を「低下」
とした。

注 2 : 欠損値があるため，合計の n数は異なる。
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向にあった性，年齢を調整要因として，二項ロジ
スティック回帰分析を実施した（表 4）。その結
果，「社会参加・奉仕活動」では，介入群のほう
が対照群よりも改善者の割合が増加傾向にあった
（オッズ比 2.28, 95%CI 0.87-5.97, p=0.094）。その
他の領域においては，有意差は認められなかっ
た。

　3.　介入群における社会活動の変化と自己評価
アンケートとの関連

　介入群における社会活動の変化に関連する要因
を検討するために，表 3で有意傾向にあった「社
会参加・奉仕活動」と自己評価アンケートの項目
との関連を検討した（表 5）。その結果，「気分」
と「行動する時」に有意差が認められた。「社会
参加・奉仕活動」において，気分の項目で「明る
くなった」と回答した人の割合は，改善群が
58.8%，維持・低下群が 41.2%，行動する時の項
目で「前向きになった」と回答した人の割合は，
改善群が 66.7%，維持・低下群が 33.3%であり，
改善群のほうが有意に多かった。

IV.　考　　　　　察

　本研究の特徴は，介護予防事業である運動教室
の特定高齢者における社会活動に対する介入効果
を，対照群を設定して比較検討したことである。
　運動教室の社会活動に対する介入効果を検証す
るにあたり，事前アンケート時で「腰・膝痛あ

り」の割合に介入群と対照群に有意差がみられた
こと，介入群では全対象者が「腰・膝痛あり」で
あったことから，「腰・膝痛あり」の対象者に限
定して分析した。

　1.　運動教室の社会活動に対する効果
　社会活動の領域別では，介入群，対照群のいず
れにおいても，前後比較で有意差はなかった。し
かし，二項ロジスティック回帰分析の結果，「社
会参加・奉仕活動」において，対照群と比べて，
介入群は改善した人が増加の傾向にあった。「社
会参加・奉仕活動」は，「地域行事（お祭り・盆
踊りなど）への参加」や「町内会や自治会活動」，
「老人会活動」などに関する内容であり，地域と
の関わりの程度に関連していた。すなわち，運動
教室に参加することで，友人・仲間が増えて地域
社会との交流が多くなったことが，「社会参加・
奉仕活動」の改善につながりやすかった可能性が
ある。このことは，住民の地域組織への関わりの
薄さが「社会参加・奉仕活動」が低い要因の一つ
であるという金ら21）の報告や，高齢者が社会活
動に参加したきっかけは「友人・仲間のすすめ」
とする回答の割合が最も多かったという内閣府の
調査結果22）からも推察しうる。また，高齢者に
とって社会活動への参加は，地域の連帯を強め，
さらに活発な社会活動参加への足場となりうると
いう佐藤ら23）の指摘とも一致する。あわせて，
本研究における運動教室は，地区開催型の教室で
あったことから，参加者は特定の地域住民のみに

表 4.　「腰・膝痛あり」の対象者における社会活動に及ぼす運動教室の効果（群間比較）

項目 n（%）a OR 95%CI P値

社会活動合計 介入群 12（38.7） 0.83 0.32-2.16 0.708

対照群 23（44.2）
　個人活動 介入群 12（38.7） 0.87 0.34-2.24 0.771

対照群 23（43.4）
　就労 介入群  3（ 9.7） 1.29 0.24-6.97 0.771

対照群  4（ 6.7）
　社会参加・奉仕活動 介入群 14（45.2） 2.28 0.87-5.97 0.094

対照群 16（27.1）
　学習活動 介入群  4（13.3） 1.06 0.26-4.28 0.932

対照群  7（11.9）

　　OR : Odds Ratio， 95%CI : 95% Confidence Interval
　　二項ロジスティック回帰分析（調整要因 : 性，年齢）
　　a : n（%）は，各項目における「改善」の割合を示した。
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限られており，地域交流が深まりやすい環境がつ
くられたと考えられる。その結果，「社会参加・
奉仕活動」の改善につながりやすかった可能性が
ある。これらから，社会活動を促進するために
は，地域で孤立することのないよう，環境整備な
どの間接的な支援や，高齢者に対する声かけなど
の積極的な働きかけも必要であることが示唆され
る。
　「個人活動」，「就労」，「学習活動」については，
二項ロジスティック回帰分析の結果，介入群，対
照群ともに有意差はみられなかった。栗原ら24）

が，社会活動の程度を低くする要因として健康状
態の悪化があると報告していることから，逆説的
に考えると，運動教室に参加することで腰・膝痛

などが改善され，「個人活動」，「就労」，「学習活
動」に参加する人が増えると予想されるが，その
効果が現れるのはさらに長期間を要する可能性が
ある。

　2.　社会活動参加への希望と不参加理由の背景
　社会活動参加への希望では，「今後やってみた
い社会活動がある」が介入群で 61.8%，対照群で
46.7%と対象者の社会活動参加への希望が高かっ
た。
　また，「社会活動をしていない理由」として，
両群とも ,「健康・体力に自信がないから」「活動
場所に近くないから」「家庭の事情（病院，家事，
仕事）があるから」が上位を占めていた。特に，

表 5.　介入群における社会活動の変化と自己評価アンケートとの関連

社会参加・奉仕活動

合計
n（%）

改善群
n（%）

維持・低下群
n（%） P値

目標達成度
達成できた 22 （88.0） 11 （50.0） 11 （ 50.0） 0.230

達成できなかった  3 （12.0）  0 （ 0.0）  3 （100.0）
教室に参加することで変化したこと
　腰の痛み

軽くなった 10 （40.0）  6 （60.0）  4 （ 40.0） 0.465

やや軽くなった 12 （48.0）  4 （33.3）  8 （ 66.7）
変化なし  3 （12.0）  1 （33.3）  2 （ 66.7）

　膝の痛み
軽くなった  9 （37.5）  4 （44.4）  5 （ 55.6） 0.447

やや軽くなった 12 （50.0）  8 （66.7）  4 （ 33.3）
変化なし  3 （12.5）  1 （33.3）  2 （ 66.7）

　身のこなし
動きやすくなった 11 （44.0）  7 （63.6）  4 （ 36.4） 0.116

やや動きやすくなった 14 （56.0）  4 （28.6） 10 （ 71.4）
　気分

明るくなった 17 （68.0） 10 （58.8）  7 （ 41.2） 0.033

やや明るくなった  5 （20.0）  0 （ 0.0）  5 （100.0）
変化なし  3 （12.0）  1 （33.3）  2 （ 66.7）

　行動する時
前向きになった 15 （62.5） 10 （66.7）  5 （ 33.3） 0.013

やや前向きになった  9 （37.5）  1 （11.1）  8 （ 88.9）
　運動の種類・回数

増えた 13 （52.0）  8 （61.5）  5 （ 38.5） 0.203

やや増えた  9 （36.0）  2 （22.2）  7 （ 77.8）
変化なし  3 （12.0）  1 （33.3）  2 （ 66.7） 

　　χ2検定または Fisherの直接確率検定
　　注 : 欠損値があるため，合計の n数は異なる。
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介入群では「健康・体力に自信がないから」のつ
ぎに「活動場所に近くないから」をあげていた。
調査を実施した対象地区の一部では，運動教室修
了者が月 1回程度集まり，運動教室で習った体操
などを続けている。しかし，交通手段は自分で解
決しなければならないため，出席できる人は限ら
れている。このように，高齢者自身は社会活動に
参加したい気持ちはあるが，身体機能の問題に加
え，遠方に住む場合などの移動手段の問題があ
り，社会活動に結びつきにくい現状がある。今後
は，このような背景をふまえ，社会活動に参加し
たいと希望する高齢者を，社会活動につなげてい
くような支援が重要となってくる。例えば，交通
手段の確保といった高齢者が社会活動に参加しや
すいような環境づくりなど，受け皿側の整備が必
要である。また，高齢者が社会との関わりを保ち
続けることができるような地域ぐるみでのネット
ワークづくりも必要である。

　3.　介入群における社会活動の変化と自己評価
アンケートとの関連

　介入群に対してのみ行った自己評価アンケート
からは，「社会参加・奉仕活動」において，「気分
が明るくなった」，「行動するとき前向きになっ
た」と回答した人が，維持・低下群よりも改善群
で有意に高かったことから，心理的な変化が「社
会参加・奉仕活動」の改善に結びついたと推察さ
れる。菅原ら25）が，社会活動に参加することは
他者との交流を促進し信頼関係を築く機会になる
と示すように，運動教室に参加することで，他者
との交流が増えて，積極的に地域社会に関わろう
とする意欲が高くなったとも考えられる。これら
から，高齢者同士の交流を深めるようなレクリ
エーション等を取り入れたプログラムの開発など
が必要である。

V.　本研究の限界と今後の課題

　本研究は，運動教室への参加に希望した者を介
入群，希望しなかった者を対照群とした。表 2か
らは，介入群では，「就労」を除いて，「社会活動
合計」「個人活動」「社会参加・奉仕活動」「学習
活動」の得点をみると，対照群よりも介入前にお
ける値が高かった。つまり，もともと社会活動が
活発だった人が，運動教室への参加を希望したと

も考えられ，介入群は健康に対する意識や意欲が
高かった可能性が考えられる。また，介入群は事
前アンケート時，全員が腰・膝痛をもっていたこ
とから，市の保健師による運動教室参加への勧奨
があったと推察されること，介入群は対照群に比
べて，女性が多く，年齢も若い傾向にあったこと
などから，両群が同質ではなかった可能性も否め
ない。さらに，対象者数が少なく対照群に欠損が
多かったことや，一地方都市を対象としているこ
とから，本研究の結果を一般化するには限界があ
る。
　また，今回の運動教室の主たる目的は運動器の
機能向上であり，社会活動の向上は副次的なもの
であるという制約もある。運動器の機能向上によ
り，移動能力が改善され，生活空間が拡大し，社
会活動も促進すると考えられるが，その経過は段
階的かつ長期的であると推察され，介入期間など
が十分でない可能性もある。
　今後の課題として，地域高齢者の対象サンプル
数を増やした検討や，同様の手法を用いた他地域
での調査，および，社会活動の改善や低下に関連
した要因についての詳細な検討が求められる。ま
た，介入効果をより詳細に検討するために，長期
間のフォローアップによる検討が必要である。
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